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研究成果報告書（１） 
研究課題名 生食用カキのノロウイルス不活化に関する研究 
担   当 保健科学部 高橋知子、川上修央、藤森亜紀子、梶田弘子  企画情報部 佐藤 卓 

水産技術センター 加賀克昌 
１ 目的  
冬季に多く発生する感染性胃腸炎の主な原因であるヒトノロウイルス（以下、「NoV」）は、人から環境水中へ排

出され、カキ等の二枚貝に蓄積することが知られている。我々は、平成 29年度から、食品のウイルス制御として

効果が期待されており、しかも生の食感を損いにくい、高圧処理 1)2)という方法を用いてノロウイルスの不活化の

効果を調査してきた。今回、カキむき身での実験に加えて、県外施設が所有する大型の高圧処理機で実験を行い、

殻付きカキにおける高圧処理の不活化効果について検証した。また、高圧処理に併用を検討している薬剤（柿渋製

剤）の不活化効果についても検討した。 
２ 方法 

（１） 人工汚染カキを用いた高圧処理によるNoV不活化効果 

①汚染カキの作成：NoV感染者の糞便乳剤（2.26×106コピー/mL）5～6mLを添加した海水 25L中に、生カ

キ5～6個を入れ蓄養（72時間、水温15℃、給餌（1回/日）した。そのむき身をビニール袋に入れシー

ルし試料を作製し実験を 3回繰り返し行った（n=5）。 

②高圧処理：装置は「Dr. CHEF」（神戸製鋼所）を使用した。NoV汚染カキむき身に対して、圧力400MPa、  

加圧保持時間10分の条件で処理を行った。処理時の温度はいずれも 4℃に保持した。 

③NoVのコピー数測定：高圧処理を行ったカキについて、中腸腺を切り出し、α-アミラーゼ溶液による    

グリコーゲン消化を行った後、ポリエチレングリコール沈殿法により濃縮を行った。ここから感染性推定

遺伝子検出法※を用いて RNAを抽出及び逆転写を行った後、リアルタイムPCR法でNoVコピー数を測定し

た。（検出下限値：中腸腺 1.5ｇの場合、約180コピー/中腸腺１ｇ） 

※感染性推定遺伝子検査法 3)：不活化したウイルス粒子の検出を抑えるため、カプシドが破壊されて露出した

RNAを RNase処理で消化し、カプシドが正常でも損傷した RNAはオリゴ dTプライマーを用いて逆転写を行う

ことで排除する方法。 

（２） 柿渋製剤のNoV不活化効果 

柿渋製剤は、いずれも市販されている食品添加物である以下の2種類について検討した。 

・柿渋製剤A：柿渋原液にデキストリンを加えて粉末化したもの 

・柿渋製剤P：柿渋原液をそのまま粉末状にしたもの 

① 柿渋製剤の糞便中 NoVの不活化効果 

 NoV感染者の糞便乳剤（GⅠ.6、GⅡ.2およびGⅡ.4）それぞれに柿渋製剤A及びPを添加（GⅠ.6、GⅡ.2

には 500、1000ppm、GⅡ.4には 500、1000、2000、4000ppm）し、転倒混和後、12000rpm20分の冷却遠心

を行った。その上清を試料として感染性推定遺伝子検出法※を用いてRNAを抽出及び逆転写を行った後、

リアルタイムPCR法で NoVコピー数を測定した。（検出下限値：約4,290コピー/糞便１ｇ） 

② 柿渋製剤P添加海水による浄化の汚染カキNoVの不活化効果 

（１）①による汚染カキを作成し、柿渋製剤Ｐ(10ppm、100ppm、2000ppm)を添加した海水および添加しな

い海水中で48時間蓄養を行った後、（１）②と③により高圧処理、NoVコピー数の測定を行った。 

（３） 殻付きカキを用いた高圧処理によるNoV不活化効果の検証 

①（１）①による汚染カキを作成し、柿渋製剤Pを10ppm添加した海水で48時間蓄養したものを、殻付 
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きの状ែで、⁛⳦した人工海水とともにビニール袋に入れシールした試料を作製し、実験を行った。 

②  高圧処理：装置は、▼ᕝᓥ᧛☻㔜工ᴗओ製食品加工用≉ู機を使用した。加圧条件は、圧力 400MPa、

加圧保持時間10分の条件で行った。処理時の温度は 4℃に保持した。 

③  NoVのコピー数測定：๓㏙の（１）③により NoVコピー数の測定を行った。 

（㸲）高圧処理効果の検証 

   高圧処理後に、リアルタイム PCR法で NoVコピー数が検出限⏺以下となった 40検యについて、1stPCRで

ቑᖜ（n=4）後、10ಸᕼ㔘したものをリアルタイムPCR法で測定し、ノロウイルスの不活化効果を検証した。 

（㸳）データゎᯒ：R version 3.4.3を使用して分ᩓ分ᯒ及び多㔜ẚ㍑を行った。 
㸱 ⤖果 
（１）人工汚染カキを用いた高圧処理の不活化効果（⾲1） 

３回の実験のいずれでも、加圧していないカキにẚ㍑して、400Mpa、10分間の加圧により、ノロウイル

スコピー数は2.0×10２コピー（以下、２Logと⾲グ）ῶᑡし、高圧処理がノロウイルス不活化に୍定の効

果を♧すことが♧၀された。 

（２）柿渋製剤のNoV不活化効果 

① 柿渋製剤の糞便中 NoVの不活化効果(⾲2) 

・GⅠ.6の糞便乳剤の場合：柿渋製剤 Aでは 500ppmで 2.2Log,1000ppmで検出限⏺以下となり 4.1Logの

ῶᑡとなった。柿渋製剤 Pでは、500ppmで3.1Log、1000ppmで検出限⏺以下となり4.1Log ῶᑡした。 

・GⅡ.2の糞便乳剤の場合：柿渋製剤 Aでは、500ppmではῶᑡࡏず、1000ppmで 3.0Logῶᑡし、柿渋製

剤Pでは500ppmで2.6Log、1000ppmで検出限⏺以下となり 5.0Log ῶᑡした。 

・GⅡ.4の糞便乳剤の場合：柿渋製剤 Aでは 500、1000ppm、2000ppmでῶᑡࡏず、4000ppm添加した時に

1.9Logῶᑡした。柿渋製剤 Pでは、500ppm、1000ppmで 0.6Log、2000ppmで 1.8Log、4000ppmで 2.6Log

のῶᑡとなった。 

②柿渋製剤P添加海水による浄化の汚染カキNoVの不活化効果（⾲3） 

柿渋製剤Ｐを添加した海水で蓄養したカキと海水のࡳで浄化したカキの NoVに有ពなᕪはㄆめられず、

常圧における柿渋製剤 P の効果はㄆめられなかった。また、柿渋製剤 P で蓄養し、高圧処理を併用した

実験では、汚染カキの NoV の汚染濃度がపく、す࡭ての検యが検出限⏺以下となったため、柿渋製剤と

の併用の効果については不᫂であった。 

以上のことから、柿渋製剤は、NoV に┤᥋作用さࡏた場合、NoV の遺伝子型による効果のᕪはあるが、NoV

不活化に୍定の効果を♧すことが♧၀された。この場合、実験に使用した２種の柿渋製剤 2種（AおよびP）

では、Pの方で不活化効果が高いことが♧၀された。୍方、カキに蓄積した NoVに対しては、不活化効果はㄆ

められず、生きたカキが柿渋製剤をయෆにྲྀり㎸まないことが⪃えられた。このことから、蓄養時の柿渋製剤

の使用は効果が期待できないと⪃えられた。 

（３）殻付きカキを用いた高圧処理による NoV不活化効果の検証（⾲㸲） 

     汚染カキの NoV 汚染のึ期濃度が、むき身で実験を行った時よりもపかったが、加圧した殻付きカキの

NoVは、いずれも検出下限値以下になった。 

     高圧処理により、殻付き、むき身のいずれでもノロウイルスは検出限⏺以下となったことから、高圧処理

(400MPa,10分間)は、殻付きの場合でも、カキの中のノロウイルス不活化に有効であることが☜ㄆできた。   

（㸲）高圧処理効果の検証 

高圧処理後に、リアルタイム PCR法でNoVコピー数が検出下限値以下となった検య 40検యについて、1stPCR

でቑᖜ（n=4）後、リアルタイム PCR法で測定したとこࢁ、柿渋製剤Ｐ添加海水（10ppm）で蓄養し、高圧処理
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を行った検యのう1ࡕ検యからノロウイルスが検出された。それ以外の検యからはノロウイルスは検出されな

かった。このことから、高圧処理は、リスࢡをゼロにすることはᅔ㞴であるが、NoV の不活化に有効な方法で

あるとᛮࢃれた。 

㸲 ௒ᚋの研究方ྥ➼ 

᫖年度から、加⇕に௦ࢃるウイルス不活化法として、㏆年ὀ┠されている高圧処理を用いて NoVの不活化を検

討してきた。今回は、人工汚染カキを用い、୍定の不活化効果を☜ㄆすることができた。また、殻付きカキを使

用した高圧処理でも、不活化効果がᚓられることを☜ㄆすることができた。 

高圧処理後にリアルタイムPCR法で検出下限値以下であった検యについて、NoVの不活化を検証した⤖果から、

高圧処理は NoVのリスࢡをゼロにすることはᅔ㞴であるが、不活化に有効でありリスࢡをపῶ化できる処理法で

あると⪃えられた。今回、NoV のリスࢡのపῶ化をより☜実なものとするために高圧処理方法と併用できる方法

として、柿渋製剤を検討したが、糞便等のNoVに┤᥋作用さࡏた場合には、୍定のῶᑡ効果がᚓられることが分

かった。୍ 方、カキの中に蓄積している NoVに対しては、ῶᑡ効果はㄆめられなかった。カキ蓄養時に༑分なNoV

పῶ化ができれࡤ、高圧処理を行うことで、より☜実なリスࢡపῶにつながるものと⪃えられる。今後は、高圧

処理との併用が効果ⓗな方法をさらに検討するᚲせがあると⪃える。 

ཧ⪃ᩥ⊩

1）Renduelesa, E., Omerb, M.K., Alvseikeb, O., Alonso-Callejaa, C., Capitaa, R., Prietoa, M. Microbiological food safety

assessment of high hydrostatic pressure processing:A review. LWT-Food Sci. Technol., 44, 1251–1260 （2011）

2）Kingsley, D. H., Holliman, D. R., Calci, KR., Chen, H.,Flick, G. J. Inactivation of a norovirus by high-pressure processing. 

Appl. Environ. Microbiol., 73, 581–585（2007）

3）㔝⏣⾨㸬食品のウイルス汚染のリスࢡをホ౯のための遺伝子検査法の㛤発とᛂ用に㛵する◊✲ 平成 24～25

年度ሗ࿌᭩㸬ෆ㛶ᗓ食品Ᏻ඲ጤဨ఍食品೺ᗣᙳ㡪ホ౯ᢏ⾡◊✲（2014）

1 2 3 4 5 Ave

なし(0MPa） 4.5×102 9.5×10 4.2×102 1.1×102 4.0×102 2.9×102

400MPa 3.3 8.0 2.6 2.7 1.9 3.7

なし(0MPa） 1.2×102 1.0×102 4.3×102 1.3×102 不検出 2.0×102

400MPa 2.9 不検出 4.8 3.7 3.6 3.8

なし(0MPa） 3.0×102 1.5×102 1.4×102 1.4×10 4.8 1.2×102

400MPa 不検出 2.0 2.2 1.8 2.3 2.1

※：リアルタイムPCR法におけるコピー数（/2.5μｌ）

3 回目

***：P<0.001

表１　NoV 汚染カキ（むき身）を用いた高圧処理によるNoVコピー数※の変化

加圧条件

カキ(n=5)

1回目

2回目

***

***

***
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500 1000 2000 4000

㻳䊠.㻢 2.2 4.1 NT NT

㻳䊡.2 <0.1 3.0 NT NT

㻳䊡.㻠 <0.1 <0.1 <0.1 1.9

㻳䊠.㻢 3.1 4.1 NT NT

㻳䊡.2 2.6 5.0 NT NT

㻳䊡.㻠 0.6 0.6 1.8 2.6

表2　ᰠ῰〇๣の⣅౽୰㻺㼛㼂のᑐ数ῶᑡ್（䏓㻸㼛㼓コピー数）

ῧ加ᰠ῰〇๣⃰ᗘ㻔㼜㼜㼙）

ᰠ῰〇๣㻭

ᰠ῰〇๣P

⣅౽ங๣の
㻺㼛㼂㑇ఏᏊᆺ

 

１䠌㼜㼜㼙 100䡌䡌䡉 2000䡌䡌䡉

なし 2.㻤㽢１䠌
䠏

㻣.0㽢10
䠎 NT NT 2.㻤㽢10

䠎

䛒䜚 NT 不検出 NT NT 不検出

なし 㻥.㻠㽢１䠌 1.㻤㽢10
䠎 㻤.㻤㽢１䠌 㻟.㻥㽢10

䠎 NT

䛒䜚 NT 不検出 不検出 不検出 NT

なし 㻥.㻣㽢10
䠎

㻟.㻤㽢10
䠎

㻠.1㽢10
䠎 NT NT

䛒䜚 NT 不検出 不検出 NT NT

※リアルタイムPCR法におけるコピー数（/2.5μｌ）

1

2

3

高圧処理
（㻠00㻹P㼍10ศ㛫）

㻔むき身）

ί化᪉法㻔㼚㻩5㻕

なし
ᾏỈ

（㻠㻤᫬㛫）

ᰠ῰ῧ加ᾏỈ㻔㻠㻤᫬㛫）

表㻟　㻌ᰠ῰〇๣Pῧ加ᾏỈί化およ䜃高圧処理（むき身）による汚染カキ㻺㼛㼂コピー数※の変化
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なし 1.1㽢１䠌 3.6 2.2

䛒䜚 NT 不検出 不検出

※リアルタイムPCR法におけるコピー数（/2.5μｌ）

表㻠　㻌ᰠ῰〇๣Pῧ加ᾏỈί化およ䜃高圧処理（Ẇ௜き）による

汚染カキ㻺㼛㼂コピー数※の変化

ί化᪉法（㼚㻩5㻕

ᰠ῰ῧ加ᾏỈ
１䠌㼜㼜㼙㻔㻠㻤᫬㛫）

高圧処理
（㻠00㻹P㼍10ศ㛫）

㻔Ẇ௜き） なし
ᾏỈ

（㻠㻤᫬㛫）
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研究成果報告書（２） 
研究課題名 医療機関との連携による薬剤耐性菌の解析 
担   当 保健科学部 上席専門研究員 岩渕香織 
１ 目的 
岩手県内の薬剤耐性菌の検出状況の把握のため、医療機関で多く検出され、市中感染も発生している ESBL

（extended-spectrum β-lactamase ）産生菌（以降 ESBL）の解析と、海外からの持ち込みが危惧される CRE

（Carbapenem-Resistant Enterobacteriaceae）について、感染症発生動向調査により届け出のあった CRE患者分離

株及び環境汚染の視点から下水道流入水についてカルバペネマーゼ遺伝子の検査を実施した。 

２ 方法 
ESBL解析： 

（１）材料  

県内 4カ所の医療機関で、平成 29年 3月から平成 31年 3月にかけて検出され、当センターに提供された 133

株のESBL産生菌株を対象とした。菌種は、E. coliが118株（88.7％）、Klebsiella pneumoniaeが5株（3.8％）、

Proteus mirabilisが 10株（7.5％）で、これらを検出した材料は、尿検体 79検体（59.4%）、呼吸器検体 28検

体（21.0％）、動脈血5検体（3.8％）、静脈血2検体（1.5％）その他19検体（14.3％）であった。 

（２）血清型別 

大腸菌の血清型別は、市販抗血清（デンカ生研）を用い、O血清群別はスライド凝集反応法で行った。また、H

血清群別は、クレーギー管を通し運動性を増強した菌について、試験管法で行った。 

（３）ESBL産生遺伝子の検出 

TEM型、SHV型およびCTX-M-1 group、CTX-M-2 group、CTX-M-9 groupのESBL遺伝子について、PCR法による

検出を行った 1）。なお、今年度協力機関となった医療機関から提供された、血清型が O25:H4 の CTX-M-1 group

の遺伝子が検出されたE.coliについてのみ、ESBLのCTX-M-15を産生するEscherichia coliで血清型がO25:H4

で Multilocus Sequense Typing（MLST）が ST131 である特定クローンかどうか推定するため、シークエンス解

析によりCTX-M型の遺伝子型別を行った 2）。 

CRE解析： 

（１）患者分離株届け出のあった 5株のCREについて、カルバペネマーゼ遺伝子（NDM、KCP、IMP、VIM、OXA-48、

GES）のPCR法による検出を実施した 1）。 

（２）2018年4月～2019年3月まで月1回採水した流入水100～150ｍLについて、5,000rpmで遠心分離した沈

渣をスキムミルク培地に入れマイナス 80℃で保存しておいた検体の半量（50～75ｍL 相当）を、10μｇ/1 枚の

メロペネムディスク2枚を加えたトリプトソイブイヨン 20mLで35℃14時間増菌培養した。その 10μLをクロモ

アガーmSuper CARBA培地に塗抹し、37℃18～24時間培養し、CREと推定されるコロニーを CLIG培地に釣菌した。

37℃18～24時間培養後、菌株を熱抽出し、カルバペネマーゼ遺伝子（NDM、KCP、IMP、VIM、OXA-48、GES）のPCR

法による検出を実施した 1）。遺伝子の検出された菌株について、簡易同定キット ID20により、菌種と同定した。 

３ 結果 

ESBL解析： 

（１） 提供された104株から、CTX-M-1 groupが44株（33.1％）、CTX-M-2 groupが 10株（7.5％）、CTX-M-8 group

が 2株（1.5％）、CTX-M-9 groupが 71株（53.4％）、SHVが 8株（0.6％）、TEMが 38株（28.6%）検出さ

れた（表1 複数遺伝子保有株あり）。 
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（２）今年度協力機関となった医療機関から提供され、血清型が O25:H4のCTX-M-1 groupの遺伝子が検出された

E.coli 3株は、シークエンス解析により、2株がCTX-M-15に、1株がCTX-M-3に型別された。 

CRE解析：患者分離株5株ともカルバペネマーゼ遺伝子は検出されなかったが、下水道流入水から、表2のとお

りカルバペネマーゼ遺伝子が検出された。 

㸲 ௒ᚋの研究方ྥ➼ 
岩手県におけるESBLは、菌種は E.coliが多く、検出された遺伝子は CTX-M-9 groupが133株中71株と53.4％

を༨めていた。๓回調査の73.1％からῶᑡし、CTX-M-1 groupが๓回22.1％から33.1％と増加した。また、๓回

検出されていなかった CTX-M-8 groupが検出されている。今年度協力機関となった医療機関においても ST131ク

ローンと推定される菌株が検出されており、今後の動向をὀ視していくᚲせ性がある。 

また、CREについては、県内では患者から耐性遺伝子は検出されていないが、下水道流入水から検出され、すで

に県内に、持ち込まれているྍ⬟性がある。ᘬࡁ⥆ࡁ、医療機関と㐃ᦠし、᪩ᮇ᥈▱及びᣑᩓ㜵Ṇに向け、㎿㏿

に遺伝子検査➼を実施していくᚲせ性を感ࡌた。 

 

E.coli K.pneumophilae P.mirabilis

CTX-M-1group 24

C㼀X-M-1group・㼀EM 15

C㼀X-M-1group・㻿HV 1

C㼀X-M-1group・㼀EM・㻿HV 3

CTX-M-2group 8

C㼀X-M-2group・㼀EM 2

CTX-M-8group 2

CTX-M-9group 52

C㼀X-M-9group・㼀EM 17

C㼀X-M-1group・C㼀X-M-9group 1

SHV 2

㼀EM・㻿HV 1
※

N.D. 5

118 5 10

表1　菌種別、耐性遺伝子型別結果

                                                              

　　遺伝子型 　　　　　　菌　種
GE㻿型 Klebsiella　pneumoniae
NDM型 Escherichia　coli

6月 NDM型 Escherichia　coli
IMP型 Citrobacter freundii

OXA-48型 Escherichia　coli
GE㻿型 Enterobacter cloacae

GE㻿型 Klebsiella　pneumoniae
NDM型 Escherichia　coli
GE㻿型 Klebsiella　pneumoniae
IMP型 Citrobacter freundii

GE㻿型 Klebsiella　pneumoniae
10月 IMP型 Citrobacter freundii

11月 IMP型 Citrobacter freundii

12月 GE㻿型 Klebsiella　pneumoniae
OXA-48型 Escherichia　coli
NDM型 Escherichia　coli
GE㻿型 Enterobacter cloacae

GE㻿型 Enterobacter cloacae

GE㻿型 Enterobacter taylorae

採水年月

2018年

2019年

表2　下水から検出されたカルバペネマーゼ遺伝子

4月

7月

8月

9月

1月

3月
 

⊩ᩥ 

１） 薬剤耐性菌ࢧー࣋イランスの強໬及
びࣀࢤム解析のಁ㐍にకう㎿㏿検査

法㛤発に関する研✲によるマルࢳプ

レックスPCR法,Ver 170928 

２） Canton R, Gonzales-Alba JM,Galan 
JM.CTX-M Enzymes:Origin and 

Diffusion.Front 

Microbiol.2012;3:110 
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研究成果報告書（３） 

研究課題名 岩手県における小児呼吸器ウイルスの疫学に関する研究 

担   当 保健科学部 上席専門研究員 高橋雅輝 

１ 目的 

小児の呼吸器疾患起因ウイルスの検出を行うとともに、患者の疫学的背景との関連を解明することに

より、充実した感染症発生動向調査事業の推進に貢献する。 
２ 材料及び方法 

(1) 2018年 1月から 2018年 12月までの間に、もりおかこども病院を受診した上気道炎及び下気道炎患

者の咽頭ぬぐい液及び喀痰 93検体について、呼吸器ウイルスの分離・検出並びに血清型別・遺伝子型別

を行った。検体採取にあたっては、迅速診断キットにより診断されえなかった症例及び明らかな細菌性

疾患を除外した。 

(2) 2013年 1月から 2017年 12月までに検出されたパラインフルエンザウイルス 3型（HPIV3）57株の

HN遺伝子について、最尤法（MEGA6）による進化系統樹解析を行った。 

(3) HPIV3を感染させた VERO-E6細胞の抗原スライドを作製し、FITC間接蛍光抗体法（IF）による正常

ヒト血清中の HPIV3に対する IgG検出を試みた。正常ヒト血清は、横浜市立大学血清バンクに保存され

ている 20～30歳代女性の血清 10検体とした。 

３ 結果及び考察 

(1) 2018年は 93検体中 66検体(71.0%)から病原ウイルスが検出された（重複検出例含む）。検出された

ウイルスの内訳は、ライノウイルス(HRV)が 17 例(17.2%)、RS ウイルス(RSV)が 8 例（8.6%）、パライン

フルエンザウイルス(HPIV)が 11例(11.8%)、ヒトメタニューモウイルス(HMPV)が 3例(3.2%)であった。

HMPVの検出率が低かったものの、これら 4ウイルスが陽性検体の 59.4%を占めた。2013年から 2018年

のこれら主要 4ウイルスの検出数を表に示した。5年平均の検出率が最も高いのは HRV（21.7％）で、HPIV

（16.1％）、RSV（11.9％）、HMPV（8.8％）の順であった（表 1）。また、2017年は主要 4ウイルス以外の

ウイルス（アデノウイルス、エンテロウイルス、コロナウイルス、インフルエンザ Cウイルス等）の検

出率が増加し、呼吸器感染症の起因ウイルスは多様であることが示された。（業績 1、2）。 

(2) HPIV3の HN遺伝子進化系統では A、B及び Cの 3クラスターに大別され、さらにクラスターCはサブ

クラスターC1、C3及び C5に分岐した（図）。株の多くは C3に属しており、C3は流行の中心となる系統

であると考えられた。一方、C1 系統株は少なく、2017 年は検出されなかった。また、2013 年の調査開

始以来、初めて C5系統株が検出された（2017年の 4株）。C5に属する 4株の株間距離は短いことから、

2017 年は類似性の高い株による小流行があったものと思われた。今後も C3 系統株が流行の中心となる

と考えられるが、C5系統株の動向も注目される。 

(3) 正常ヒト血清中における HPIV3に対する IgG検出結果を表 2に示した。IFで蛍光を認めた血清の最

大希釈倍率をみると、各被験者の IgGには大きな差があった。また、感染細胞作製に用いたウイルス株

の系統（クラスターA、サブクラスターC1、C3及び C5）別でも IgG量に差が認められた（要因について

は現在解析中）。 

４ 今後の研究方向等 

・平成 31年度においても呼吸器感染症検体からのウイルス検出を継続し、ウイルスの詳細解析を行う。 

・HPIV3の HN抗原解析を継続し、正常ヒト血清における IgG量について解析を行う。 
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表 1 検体採取年別ウイルス検出実績 

表 2 間接蛍光抗体法を用いたヒト抗パラインフルエンザウイルス 3型 IgG検出結果（数್は蛍光が認められ

た血清の最大希釈倍率） 

図 パラインフルエンザウイルス 3型の HN遺伝子進化系統樹（最尤法、MEGA6による） 
--------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

業績 1 

業績 2

Masaki Takahashi et al., Japanese Journal of Infectious Diseases, 71 (2018) 393-395   
高ᶫ㞞㍤ら㸪➨�66�ᅇ᪥ᮏウイルス学఍（2018） 

検体採取年

検体数

病原体検出数

ライノウイルス 32 24.8% 22 21.0% 9 10.8% 32 25.8% 27 30.3% 16 17.2%

RSウイルス 24 18.6% 10 9.5% 10 12.0% 13 10.5% 11 12.4% 8 8.6%

パラインフルエンザウイルス 35 27.1% 16 15.2% 10 12.0% 18 14.5% 14 15.7% 11 11.8%

ヒトメタニューモウイルス 15 11.6% 18 17.1% 5 6.0% 14 11.3% 3 3.4% 3 3.2%

その他のウイルス 11 8.5% 12 11.4% 19 22.9% 14 11.3% 16 18.0% 26 28.0%

不検出 23 17.8% 35 33.3% 30 36.1% 40 32.3% 31 34.8% 37 39.8%

64117 78 53 91 71

2018

93129 105 83 124 89

2013 2014 2015 2016 2017

抗原株名/
分離年/クラスター

ワシントン/
1957/A

岩手113/
2016/C1

岩手126/
2017/C5

岩手82/
2015/C3

岩手6/
2005/C3

血清001 128 128 256 256 256

血清002 256 128 128 256 256

血清003 8 8 8 8 16

血清004 256 128 256 512 512

血清005 64 64 64 64 64

血清006 512 64 256 256 256

血清007 128 512 512 512 256

血清008 512 256 512 512 256

血清009 128 128 128 128 128

血清010 512 256 512 512 512

HPIV3/IWATE/25/2013
HPIV3/IWATE/24/2013

HPIV3/IWATE/32/2013
HPIV3/IWATE/37/2013

HPIV3/IWATE/30/2013
HPIV3i/IWATE/47/2013

HPIV3/IWATE/14/2013
HPIV3/IWATE/36/2013

HPIV3/IWATE/56/2014
HPIV3/IWATE/81/2015

HPIV3/IWATE/44/2013
HPIV3/IWATE/22/2013

HPIV3/IWATE/20/2013
HPIV3/IWATE/59/2014
HPIV3/IWATE/64/2014

HPIV3i/Iwate/129/2017
HPIV3i/Iwate/132/2017

HPIV3/IWATE/70/2015
HPIV3/IWATE/29/2013
HPIV3/IWATE/35/2013
HPIV3/IWATE/49/2013

HPIV3/IWATE/28/2013
HPIV3i/Iwate/111/2016

HPIV3i/Iwate/124/2017
HPIV3i/IWATE/46/2013

HPIV3/IWATE/26/2013
HPIV3i/IWATE/80/2015

HPIV3i/IWATE/82/2015
HPIV3/IWATE/78/2015

HPIV3/IWATE/77/2015
HPIV3/IWATE/53/2014

Yamagata/1311/2009
HPIV3/IWATE/60/2014

Yamagata/1591/2007
Yamagata/1187/2007

HPIV3/IWATE/66/2014
HPIV3/IWATE/62/2014

Yamagata/1290/2009
HPIV3i/Iwate/107/2016

HPIV3i/Iwate/116/2016
HPIV3i/Iwate/108/2016
HPIV3i/Iwate/103/2016
HPIV3i/Iwate/120/2016

HPIV3i/Iwate/98/2016
HPIV3i/Iwate/118/2016

Yamagata/1929/2006
HPIV3i/IWATE/31/2013

HPIV3i/Iwate/106/2016
HPIV3i/Iwate/136/2017

Yamagata/1639/2007
HPIV3i/IWATE/6/2005

HPIV3i/IWATE/7/2005
Yamagata/1558/2009

Oklahoma/410/C5 2009
Oklahoma/754/C5 2009

HPIV3i/Iwate/126/2017
HPIV3i/Iwate/135/2017
HPIV3i/Iwate/125/2017

HPIV3i/Iwate/131/2017
HPIV3i/Iwate/113/2016

HPIV3i/Iwate/112/2016
EU814625 DEL/32/C1a 2005

EU814624 DEL/88/C1a 2006
HPIV3i/IWATE/5/2005
Yamagata/1316/2005

Yamagata/1558/2002
HPIV3/IWATE/1/2005

Yamagata/1840/2003
Yamagata/1205/2005

Yamagata/1214/2005
HM460886 Riyadh/11/C1b 2008

HM460887 Riyadh/149/C1b 2009
HPIV3/IWATE/40/2013

HPIV3/IWATE/16/2013
HPIV3/IWATE/52/2014

M18764 Tex/12677/B 1983
M18762 Tex/545/B 1980

M18761 Wash/649/B 1979
M18759 Wash/1511/B 1973

M18763 Tex/9305/B 1982
JN089924 Washington 1957

M18760 AUS/124854/A 1974

0.005

C5

C3

B

C1

A
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研究成果報告書（５） 
研究課題名 DNA抽出時における前処理効果の検討について 

担   当 衛生科学部 主任専門研究員 昆野 智恵子 
１ 目的 
遺伝子組換え食品及びアレルギー物質検査の検査では、PCR（ポリメラーゼ連鎖反応）により目的 DNA の増

幅を行う。このPCRには、「十分な量」と「十分な品質」という条件を満たした DNAが抽出される必要があるが、

厚生労働省や消費者庁から発出されている市販の抽出キットを用いた抽出法で加工食品の全てに対応できるわ

けではない。 

そこで本研究では、DNAの抽出に困難がある加工食品から上記の条件を満たす DNAを抽出することができ

るよう、試料に適切な前処理を追加し、抽出結果へどのような効果を与えるかを検討したので報告する。 

２ 方法 
（１）試料（ダイズ加工品） 

   小売店で購入した次のものを試料として用いた。 

   木綿豆腐、にがり充填豆腐、納豆、おから、厚揚げ、油揚げ、大豆缶詰、みどり豆、きな粉 

（２）DNA抽出用キット 

   DNeasy Plant mini kit（QIAGEN社製） 

（３）前処理装置 

試料の均一化にはオスターブレンダー（オスター社製）を用いた。乾熱乾燥には、ドライオーブン DS44

（ヤマト社製）、粉砕にはミルサー（大阪ケミカル社製）を用いた。 

（４）前処理方法 

全ての試料は、オスターブレンダーにより混合し測定を行った。均一化が困難な納豆及び大豆缶詰は、JAS

法分析試験ハンドブック「遺伝子組換え食品検査・分析ハンドブック」（独立行政法人農林水産消費安全技

術センター）記載の方法に従い等量の滅菌水を加えて混合した。DNA 濃度の測定結果、十分な量が抽出でき

ない試料については、さらに以下の前処理を追加して行った。 

①試料の粉砕・均一化が不十分である食品を対象に、試料をドライオーブンで DNAインキュベート温度と

同じ65℃で14時間乾燥させ、その後ミルサーで粉砕した。 

②デンプン等の夾雑物質が多い食品を対象に、分解酵素を添加し夾雑物質の分解を試みた。使用する酵素

は、プロティナーゼK（QIAGEN社製）とα―アミラーゼ（和光純薬工業社製）とした。 

③油脂成分等の夾雑物質が多い食品を対象に、試料 10ｇに n-ヘキサン（関東化学社製）20ｍLを加え 30

秒間振とうし、吸引ろ過することにより脱脂を行った。 

（５）DNAの抽出方法 

   １試料あたり2並行で抽出行い、抽出方法は、消費者庁通知のとおりとした。 

（６）DNA量の測定 

  DNA試料原液は、分光光度計 GaneSpecⅢ（日立）を用いて、吸光度 230-320nmの範囲で紫外吸収スペクト

ルを測定し、260nmの値の1を50ng/μL DNAとしてDNA濃度を算出した。 

タンパク質等不純物質由来の影響を見るため、260nm の吸光度/280nm の吸光度の吸光度比を確認し、

1.7-2.0の範囲であるかどうかを確認した。全ての値は、320nmの吸光度により補正した。 
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㸱 ⤖果࡜⪃ᐹ 
（１）ダイズ加工品の測定結果 

   大豆加工品 9品目の DNA抽出結果を⾲ 1に♧す。DNA抽出量は、納豆と大豆缶詰以外は、十分な量の DNA

を抽出することが出来た。260/280 比は、揚げ豆腐、油揚げ、納豆と大豆缶詰について、1.7-2.0 の範囲を

外れた。 

   DNAの抽出量が20μg/mLを下ᅇり、260/280比も範囲を外れた納豆と大豆缶詰について、前処理を追加で

行うこととした。   

（２）納豆及び大豆缶詰への前処理の追加 

   （４）①㹼③の前処理を追加した納豆及び大豆缶詰のDNAを測定した結果を⾲２に♧す。 

試料を乾燥させミルサーで粉砕することにより、納豆及び大豆缶詰において、20μg/mLを㉸えるDNAが抽

出された。260/280比はၥ㢟なかったが、ࣀ࢙ࣇール等ప分子化合物由来の夾雑物質のᣦᶆとなる 230nmで

大きなࣆークが見られたことから（データᮍᥖ載）、さらなる⢭製が必要と⪃えられた。 

試料に酵素添加を行ったሙ合は、いࡎれもDNAの抽出量に大きな㐪いは見られなかった。 

㹬-ヘキサンにより試料の脱脂を行ったሙ合は、⾲ 1に比࡭ると納豆は DNAの抽出量は増加したが、ダイ

ズ缶詰はあࡲりኚわらࡎ、いࡎれも PCRに必要な20μg/mLを㉸える量は抽出することが出来なかった。 

、ュ以下とࢩュ、42メッࢩュ、30㹼42メッࢩた、᭱も効果が㧗かった粉砕した納豆試料を、18㹼30メッࡲ

メッࢩュᚄࡈとにࡩるい分けしてูࠎに DNAの抽出を行った結果、⢏子ᚄが小さい࡯ど多ࡃのDNAが抽出さ

れるというഴྥがあった。 

これらの結果から、納豆及び大豆缶詰から DNAを抽出するሙ合は、物理的により⣽かࡃ粉砕する方法がよ

り多ࡃのDNAを抽出することができる方法であると⪃えられた。 

㸲 ௒ᚋの研究方ྥ➼ 
  ௒ᅇの結果をもとに、௚の前処理を組み合わせることにより、さらに効⋡的な抽出を検討し、リアルタイ࣒

PCR装置を用いてᐇ㝿に検査に使用ྍ⬟な品質の DNAが検出されているのかどうかを確認・検ドしていࡃこと

としている。 

 

⾲１ 大豆加工品の DNA濃度測定結果      ⾲２ 納豆及び大豆缶詰の DNA濃度測定結果 
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研究成果報告書（６） 
研究課題名 有機フッ素化合物の環境動態及び生物蓄積に関する研究 
担   当 環境科学部 上席専門研究員 岩渕 勝己 、 環境科学部長 川村 裕二 
【研究ձ】水質及び底質における新規注目化学物質の分析法及び環境モニタリングに関する共同研究

（H29年度で日㡑ඹྠ◊✲における PFAAsを対象としたࣔࢽタࣜンࢢㄪᰝが終了となったことから、H30年度は

ᐇ施しなかった。） 

 

【研究ղ】パッシブサンプラーを用いた河川中の有機フッ素化合物の測定及び環境動態に関する研究

１ 目的

ーへの⵳✚量からᗏ㉁ࣛࣉンࢧ、ーにより環境水中のPFAAの中㛗ᮇ的なᖹᆒ濃度を測定しࣛࣉンࢧࣈࢩࢵࣃ

あるいは࣓࢝ࢲへの⵳✚量をᢕᥱできるᢏ⾡として☜❧すること。

２ 方法及び結果

PFAA をࢧࣈࢩࢵࣃンࣛࣉーに㐺⏝できることは、ᇶ♏◊✲で☜ㄆできており、ḟのẁ㝵として࢕ࣇールࢻㄪ

ᰝへ㐺⏝さࡏるにあたり、ᚲせとなる▱㆑やᢏ⾡を⩦得するため、ᩥ⊩、Ꮫ఍➼で᝟ሗ཰㞟を行っている。

 

【研究ճ】下水処理場における生活由来化学物質の発生原単位の把握とその低減化技術に関する研

究～有機フッ素化合物に着目して～

１ 目的

下水処理場（STP）を対象とし、流入水の PFAA濃度から発生原単位を、放流水の PFAA濃度から排

出原単位をᢕᥱして、下水道༊ᇦからの発生負荷量や環境中への排出負荷量を推計する。また、下水処

理工程における除去率についても検討する。

２ 方法

対象のSTPとして、全国から処理人口 20୓人௨ୖのSTP 8かᡤ（A～H処理場）を㑅定した。2017年 2᭶～

2018年2᭶にかけて3～4回採水し、流入水及び放流水の 24᫬間ࢥンࢺࢵࢪ࣏をㄪ〇し試料水とした。試料水を

ールでᢳ出ࣀ含有࣓タ࢔ࢽンࣔ࢔、に濃⦰し（Waters Oasis WAX Plus）ࢪࢵࣜࢺー࢝┦ーターでᅛࣞࢺンࢭンࢥ

後、濃⦰、㐲ᚰ分㞳し、ୖ ΎをLC-MS/MSで測定した。分析対象は、PFAA15✀㢮とした（࢝ル࣎ン酸系（PFCA）㸸

CXA（XはⅣ⣲ᩘ）、スルホン酸系（PFSA）㸸CXSと⾲グ）。

３ 結果と考察

各 STP から検出された流入水及び

放流水の PFAA濃度は Table 1のとお

りである。各 STP の流入水及び放流

水をㄪべたところ、PFAA濃度に᫂ら

かな㐪いがあり、D 処理場では流入

水と放流水の୧᪉、G 処理場では放

流水が、全 STP のᖹᆒ⥲濃度よりも

有意に高濃度であった。PFAA濃度及

び⤌成比は、各 STP 間で␗なってい

たが、C5A～C9A と C8Sはほとࢇど

すべての STPの流入水と流出水から検出された。これらの PFAAは、日ᮏ国内における㐣去の౑⏝量と、

 

Table 1 流入水、放流水の PFAA濃度（ng/L）

n.d.㸸検出下㝈値ᮍ‶
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PFAA の水溶性の高さに影響を受

けているものと推測された。流入水

と放流水で濃度を比較すると、ほぼす

べての施設において C5A～C9A は放

流水が高濃度であったが、C10A～

C13Aは放流水が低濃度であった。し

かし、スルホン酸系（PFSA）は、G

処理場を除き、すべての施設において

放流水が低濃度であった。有意に高濃

度であったD及びG処理場を除いて、

処理工程における除去率を算出した

（Fig. 1）。下水処理工程中で C10A～

C13A及び PFSAは活性汚泥に吸着し

て除去され、C5A～C9Aは処理中に前

駆体から生成していると考えられた。

 流入水と放流水の PFAA 濃度と水

量、及びそれぞれの STP の処理人口

から、人間活動によって発生する、又

は下水道を通じて環境中に排出され

る人口 1,000人、1日あたりの原単位

を算出した（Fig. 2）。流入水から発生

源単位を、放流水から排出原単位を求

めたところ、C5A～C9Aは、1日に 1

～2 mg 程度発生し、それよりも若干

多い量が環境中へ排出されていた。ま

た C4S、C6S、C8Sは、1日に 1.5～4 mg程度発生するが、下水処理工程中で若干除去されていた。そのほかの

PFAAについては、発生も排出も少量であった。

 人間活動によって発生した PFAA負荷量及び STPsから排出された PFAA負荷量を、発生源単位及び排出原単

位から算出した。各STPにおける負荷量の中央値から、国内から発生又は環境中へ排出される負荷量を推計した

ところ、国内から発生負荷量は年間 800 kg（最大はC8Sで、210kg）、全国のSTPから排出負荷量は年間 810 kg

（最大はC8Sで、190 kg）と算出された。 

㸲 ௒ᚋの研究方ྥ➼

 今年度は、主に昨年度に採水された試料の分析結果を取りまとめ、下水処理工程における除去率や発生、排出

負荷原単位の算出、及び国内からの発生量や環境中への排出量の推定を行った。今回の検討には予備試験の結果

も含まれており、対象としたSTPで年間を通して得られた試料（季節ごとに採水した試料）がまだ全部が揃って

はいなかったため、暫定的な結果となっているが、今年度に最後の試料を採水し、その分析が終了したことから、

季節毎に採水した全データが揃うこととなる。この分析結果については現在データとりまとめ中であり、今後は、

季節により特徴的な濃度変化や除去率の変化があるかどうかなど、これまでよりもさらに詳細な解析を行うこと

としている。

 

Fig. 1 下水処理工程における PFAA除去率（％）

Fig. 2 人口 1,000人、1日あたりの発生、排出原単位（mg）
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研究成果報告書（７） 

研究課題名 PPCPｓ（Pharmaceutical and Personal Care Products）等化学物質実態調査 

担 当 環境科学部 主査専門研究員 伊藤 朋子、主任専門研究員 佐々木 和明 

１ 目的 

PPCPs について、LC/MS/MS を活用した測定法を開発し、本県の河川࣭海域等の水質⃰度を測定す

ることで、環境ởᰁ≧ἣをᢕᥱしよ࠺とするものである。今年度は、環境┬化Ꮫ物質環境実ែ調査で、環

境水中のチアベンダࢰール、ピリメタニル及びアࢰキシストロビンの分析法を開発した。また、㧗⑓ཎ性

鳥インフルエンザ発⏕時の㜵␿ᥐ置に関㐃し、環境へのᙳ㡪をᢕᥱすることとなっている陽イオン界面活

性剤（CS）について、昨年度に引き続き検討を⾜ったࠕスクリーニング測定（JIS改良法）とLC/MS/MS

による確認試験の検討ࠖの2㡯┠について報࿌する。 

２ 分析方法の概要と測定結果 

2-1 環境水中のチアベンダࢰール、ピリメタニル及びアࢰキシストロビンの分析法開発 

環境水中にᏑᅾするチアベンダࢰール（TBZ）ޔアࢰキシストロビン（Az)及びピリメタニル（Py）(用㏵：

㜵࢝ビ剤)を、LC/MS/MSで定量する方法を検討した。なお、Azの光分ゎ物である(Z )-アࢰキシストロビン(z-Az)

について、プレ࢝ーサー୪びにプロダクトイオンがAzと同୍であったため、࢝ラム分㞳を検討し、同時分析

を⾜った。 

[方法] 水質試料にサロࢤート物質を添加後、ᅛ┦࢝ートリッジに通水しメタノールで溶出する。溶出液を精製

水で定ᐜしたものを試験液とし、LC/MS/MS-SRMで測定する。分析フローを図1、装置᮲௳を表1に示す。 

[結果] 本法の検出下限್（MDL）は、TBZ 0.40 ng/L、Az 0.75 ng/L、z-Az 0.31 ng/L Py 0.17 ng/Lであった。

また、水質試料（河川水、海水）を用いた添加回収試験による回収率は、す࡭ての物質が96～108％(サロࢤー

ト回収率89～94%)の⠊ᅖであった。MDL⟬出時のクロマトグラムを図2に示す。なお、岩手県内の河川水（㇏

ἑ川）୪びに海域（ᗈ⏣‴）を本法により測定した結果はす࡭てMDL未満であった。 

図1 分析フロー 図2 MDL試料のクロマトグラム 

表１ 装置条件 

[LC条件] 

使用機種：Agilent 1200  

カラム：Agilent製Poloshell   150 mm × 2.1 mm, 2.7 μm 

移動相：A：精製水、B：0.1%ぎ酸添加アセトニトリル  

0 min A:B=90:10 

0→9 min A:90→30,B:10→70 linear gradient 

9→14 min A:B=30:70 

14→14.01 min A:30→10, B=70→90 

14.01→16.5=10:90 

16.51→22 min A:B=90:10 

カラム流量：0.2 mL/min 

カラム温度：40°C 

試料注入量：5 μL 

[MS᮲௳]  

౑用ᶵ✀：Agilent 6460 Jet Stream  

イオン化法：ESI-Positive（イオンࢯース Agilent Jet Stream）
測定モード：SRM 

フラグメンター㟁ᅽ：TBZ、TBZ-d4 140V、 その他120V 

コリジࣙン㟁ᅽ：TBZ、TBZ-d4  ( 37eV)、Py( 24eV)、Py-d5  

( 40eV)、Az、z-Az、Az-d4  ( 20eV) 

モニターイオン：TBZ:（定量用）m/z 202.0㸼131.0（確認用）
m/z 202.0㸼174.9、：TBZ-d4 :（定量用）m/z 206.1㸼134.9

（確認用）m/z 206.1㸼178.9、Py :（定量用）m/z 200.1㸼107.1:

（確認用）m/z 200.1㸼167.9、Py-d5:（定量用）m/z 205.2㸼185.1

（確認用）m/z 205.2㸼81.0、Az、z-Az:（定量用）m/z 404.1

㸼372.0:（確認用）m/z 404.1㸼344.1、Az-d4 :（定量用）m/z 

408.1㸼376.0:（確認用）m/z 408.1㸼348.1 

TBZ-d4

Az-d 

試料 ᅛ┦ᢳ出 洗浄 ⬺水 

溶出 ⃰⦰ 定ᐜ LC/MS/MS 

100 mL   Oasis HLB plus  Pure water   centrifuge 
10 mL/min  20mL   3000rpm 10min 

Methanol  N2 gas   Pure water SRM ESI Positive 
 6 mL   5 mL   to 10mL  

Surrogate 

(TBZ-d4 and Py-d5 5.0 ng ,Az-d4 1.0 ng) 

TBZ 
Py 

z-Az 
Az 

TBZ-d

4

Py-d

5

Az-d4
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 2-2 陽イオン界面活性剤（CS）調査結果 

 2-2-1 スクリーニング結果 

昨年度検討したJIS K 0102 2013年度版付属書（参考）補

足の改良法（図2-1）を用いて県内5地点のCS測定を実施し

た。結果を表 2 に示す。この結果は、JIS 法（オレンジⅡ吸

光光度法）に準じて、CSをテトラデシルジメチルベンジルア

ンモニウムクロリドとして表わしたものである。 

また岩手県鳥インフルエンザ対応マニュアルに消毒剤と指

定されているモノ、ビス（塩化トリメチルアンモニウムメチ

レン）〕アルキルトルエン（ 製品名:パコマ ）についての添

加回収（ 2 ppm ）を同時に実施したところ回収率は、98.2

～104.4％（n=3）と良好であった。今後も本法における検出

下限の低減化、パコマ以外の消毒剤製品等についての本法の

適用等引き続き検討していく方針である。 

 2-2-2 成分分析結果 

  2-2-1において、いくつかの地点で陽イオン界面活性剤が検  

出されたことから、検出成分がパコマであるか確認するた 

め、LC/MS/MS-SRM（ESI positive）による成分分析を実 

施した。なお、今回の測定では、パコマの主成分である、モ 

ノ、ビス（塩化トリメチルアンモニウムメチレン）〕アルキ 

ルトルエンのほか、パコマと同じく、畜産関係の消毒剤とし 

て用いられるアストップの成分である塩化ジデシルジメチ 

ルアンモニウムを対象とした。サンプルブラ 

ンク、標準液及び代表的な環境試料のクロマ 

トグラムを図4に示す。大向橋ではアストッ 

プ、報国橋ではパコマのモノ体とアストップ 

の成分が検出された。なお、アストップは装 

置への吸着が強く、サンプルブランクからも 

微量ながらピークが検出された。 

㸱 ࡲとࡵ 
LC/MS/MSによる環境水中のTBZ,PY,Az  

の分析法開発では、全ての物質について1.0  
ng/L オーダーの測定が可能となったほか、本 
法による県内河川及び海域の水質測定では、 
全ての地点でMDL未満となった。 
陽イオン界面活性剤の測定では、JIS改良 

法による測定で陽イオン界面活性剤が検出さ 
れた地点において、パコマだけでなく、アス 
トップその他の成分が検出されると考えられ 
る地点もあった。今後は、JIS改良法による  
スクリーニング測定と、LC/MS/MSによる確 

認試験について、さらに検討を進めたいと考 
えている。 

 
試料250ml（pH7に調整） 

↓ 
WAX通液（WAX：ﾒﾀﾉｰﾙ 10mlと水10mlでｺﾝﾃﾞｨｼｮﾆﾝｸﾞ） 

↓ 
10ml 精製水で洗浄 

↓ 
メタノール5ｍLで溶出 

↓ 
窒素気流下で乾燥 

↓ 
3ml 酢酸-酢酸ﾅﾄﾘｳﾑ+0.3g 塩化ﾅﾄﾘｳﾑ+2.5ml ｵﾚﾝｼﾞ 2 溶

液を加え混合する 

↓ 
2.5ml ｸﾛﾛﾎﾙﾑを加え、4分間激しく振り混ぜ、放置 

↓                          

ｸﾛﾛﾎﾙﾑ層をポリ製遠沈管に移す       2回 

↓ 
ｸﾛﾛﾎﾙﾑで5mlにする 

↓ 
0.6g 硫酸ﾅﾄﾘｳﾑを加えて振り混ぜ、水分を除く 

↓ 
波長485nmで測定 

 
図3 分析フロー 

 

 
 
 
 
 
 
 

表2 ┴ෆἙᕝ調査結果 

ｻﾝﾌﾟﾙ名
2018.12.16

試料濃度
（ｍｇ/L)

報国橋 0.024
大向橋 0.035
岩谷橋 0.038
芋田橋 ＜0.02
南大橋 ＜0.02

ｱｽﾄｯﾌﾟ

ｱｽﾄｯﾌﾟ

ｱｽﾄｯﾌﾟ

ｱｽﾄｯﾌﾟ

ﾊﾟｺﾏ(ﾓﾉ)

ﾊﾟｺﾏ(ﾓﾉ)

ﾊﾟｺﾏ(ﾋﾞｽ)

図4 LC/MS/MSࡿࡼ࡟成分分析のクロマトグラム 

大向橋 

報国橋 

標準液(10ng/mL) 

sampleblank 
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研究成果報告書（８） 
研究課題名 化審法関連物質の排出源及び動態の解明 
担 当 環境科学部 上席専門研究員 岩渕勝己 

１ 目的

昨年度までの研究成果として、環境水レベルの濃度の PFOS 及び PFOA をパッシブサンプラーの 1 つである

POCIS（Polar organic chemical integrative sampler）でサンプリングして濃度を算出することが可能であり、水温と

Rsの間に相関があることも確認できたことから、フィールドへ展開させていくための基礎データとして、今年度

は、環境水への適用可能性、またPFOS、PFOA以外のPFAA への適用可能性を確認することを目的とした。

２ 方法

【ターゲット物質】PFAA15種類（カルボン酸系（PFCA）：
CXA（Xは炭素数）、スルホン酸系（PFSA）：CXSと表記）。

【試験方法】昨年度までに検討した条件でPOCISを作成し

た（membrane filter：PALL社製（材質：PES）、固相（Solid 

Phase；SP）：Waters社製 Oasis WAX（POCIS1つに200mg

使用））。環境水（下水処理施設からの放流水が多く入る

地点の河川水）を1 Lビーカー5個に入れ、またブランク用に 1個のビーカーに超純水を入れ、POCISを浸漬し

た（Fig. 1）。20℃の恒温槽で一定時間（1、3、6、9、14日

間）放置後に、SPに吸着したPFOA・PFOS量及び水溶液濃

度を測定してサンプリングレート（Rs）を算出した。

【サンプリングレートの算出】POCISによるサンプリングでは、一般に以下の関係が成立する。

𝐶𝐶𝑤𝑤 = 𝑀𝑀𝑠𝑠
𝑅𝑅𝑠𝑠 ∙ 𝑡𝑡

Ms/Cw = CFtとおくと、CFt= Rs・tとなり、CFtは tの関数となる。Ms/Cwと tの散布図から得られた回帰直線の傾

きがRsとなることから、測定結果から直線回帰し、Rsを算出した。

３ 結果と考察

（1）各PFAAのCFt

 実際の環境水の水温を想定して 20℃で試験し、得られたMs 、Cw から算出したCFtをTable 1に示す。環境水

からは、PFCA はC5A～C11A、PFSA はC4S、C6S、C8S が検出され、また、固相からも同様に検出されたこと

から、CFt が算出可能であった。C11A については、環境水からは検出されていたものの、1、3、6 日目の固相

からは検出されず、その間の CFt は 0 となった。一方、C12A～C14A と C7S、C10S については、環境水から検

出されず、CFt は算出できなかった。

PFCA のC12A～C14A、PFSA のC7S、C10Sは、環境水中にほとんど存在していなかったため、POCISにも吸

着されなかった。長鎖のPFAA は短鎖のものよりも疎水性が高いことから、溶存体ではほとんど存在しないもの

と考えられる。C7SはC8Sよりも炭素数が少ないことから、疎水性はC8Sよりも低いと考えられるため、環境水

中に溶存体として存在していれば、POCISによる吸着は可能であると推察される。このことから、本研究で適用

したPOCISの条件であれば、C5A～C10A、C4S～C8Sの環境水中の濃度を把握することが可能であると考えられ

た。

Fig. 1 実験装置

( Cw∶water concentration (ng/L ), Ms ∶mass of adsorption (ng), Rs :sampling rate (L/day ), t :time (day ) )
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7DEOH 1 各PFAAのCFt

PFCA

t C5A C6A C7A C8A C9A C10A C11A C12A C13A C14A
0 0 0 0 0 0 0 0 - - -
1 0.18 0.34 0.25 0.25 0.16 0.13 0 - - -
3 0.44 0.66 0.74 0.93 0.62 0.44 0 - - -
6 1.07 1.1 1.1 1.4 1.1 0.85 0 - - -
9 1.94 2.2 3.5 2.7 3.6 1.5 1.2 - - -

PFSA

t C4S C6S C7S C8S C10S
0 0 0 - 0 -
1 0.24 0.17 - 0.08 -
3 0.52 0.75 - 0.45 -
6 1.0 1.1 - 1.1 -
9 1.9 3.3 - 2.0 -

（2）各PFAAのRs

各PFAAのCFtと⤒㐣日数 tについて、その回帰直線（線ᙧ回帰）からRsをồめた。t = 0 (day) 以外で環境水

及び固相から検出し、CFtを算出することのできたC5A～C10AとC4S、C6S、C8Sについて検討した。各PFAA

のCFtと⤒㐣日数 tの関係はFig. 2のとおりである。また、本試験から得られたRs（= 回帰係数）、Ỵ定係数（R2）

及びP್をTable 2に示す。

Table 2 本試験から得られたRs、R2、P್

C5A C6A C7A C8A C9A C10A C4S C6S C8S

Rs（㸻回帰係数） 0.21 0.23 0.35 0.28 0.36 0.16 0.20 0.34 0.22

R2 0.980 0.961 0.877 0.975 0.865 0.993 0.976 0.893 0.980

P್ 0.00002 0.0001 0.002 0.00004 0.003 0.000002 0.00003 0.001 0.00002

Fig. � 各PFAAのCFtと⤒㐣日数 tの関係
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各 PFAA の CFtと⤒㐣日数 t の線ᙧ回帰のỴ定係数は、0.87～0.99 ⛬度であった。また相関係数の検定を⾜っ

たとこࢁす࡭てにおいて᭷ព（1 %水‽）であり、高い相関性があることが確認された。回帰直線の傾きから、

各PFAAのサンプリングレートRsをồめたとこࢁ、C5A が0.21 、C6Aが0.23 、C7A が0.35 、C8Aが0.28 、

C9A が0.36 、C10Aが0.16 、C4Sが0.20 、C6Sが0.34 、C8Sが0.22 ⛬度であることが᫂らかとなった。

㸲 ௒ᚋの研究方ྥ➼

 これまでのラボでの試験において、POCISによる௦表的なPFAAであるPFOS（C8S）とPFOA（C8A）の濃度

の把握は可能であることが確認されていたが、今年度の試験においてC8S、C8Aࡅࡔでなく、さらに環境水中に

おいて適用⠊ᅖをᗈࡆられることが᫂らかとなった。今後は、河川➼実際のフィールドにおいて試験を⾜い、᥇

水してศᯒした結果とPOCISでサンプリングしてศᯒした結果をẚ㍑し、フィールドにおࡅるパッシブサンプラ

ーの᭷用性を実ドしていくこととする。
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研究成果報告書（９） 

研究課題名 「重要な絶滅危惧植物を存続させるための技術開発に関する研究」 

担   当 地球科学部 上席専門研究員  小山田智彰 

１ 目的 

絶滅の危険性が極めて高い植物、特に「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律（「種の保存

法」）」の指定を受けている絶滅危惧植物を対象に、自生個体を存続させるための手法と苗生産を行うための技術

の開発を行う。また、国や他機関からの絶滅危惧植物の保全に対する要請や指導依頼に対応し、研究によって培

われた技術により国内屈指の技術支援実績を積み重ねて行き、希少野生植物の保護に資する。 

 

【研究対象絶滅危惧植物】 

・岩手県に自生する「種の保存法」指定植物：アツモリソウ【研究分類①】 

・国から要請を受けた「種の保存法」指定植物：チョウセンキバナアツモリソウ【研究分類②】 

 

 

２ 実施内容 

（1）自生地の調査及び周辺環境の状況確認、保護対策への取り組み、先進地の活動状況についての調査を行う。 

（2）種を存続させるための科学的な技術開発とその活用の評価を行う。 

（3）国、県、市町村等の依頼に対応した技術指導を行う。（地域資源の活用等を含む） 

 

 

３ 成果 

（1）アツモリソウについては、開発に伴うアツモリソウの保護措置と野生株の移植に成功した。さらに国への許

可申請を行った後に採種・発芽試験に取り組み、フラスコ内での発芽まで到達するなど成果が得られている。

（「種の保存法」施行以来、野生株の移植実施と成功の報告は初めてとなり、平成31年3月に原著論文を投稿）

【研究分類①】 

（2）チョウセンキバナアツモリソウは、環境省から保存種子を受けて発芽試験に取り組み、種子の発芽・育成と

野外栽培を開始するまでの成果が得られている。（国内において成功の前例なし）【研究分類②】 

 

 

○学会（口頭発表） 

第19回自然環境復元学会全国大会（口頭発表1題） 

・生息域外保全を目的にしたチョウセンキバナアツモリソウの苗生産－H27 年環境省採種・新宿御苑保存種子

の発芽- 

 

 

４ 今後の取り組み 
（1）希少植物の絶滅回避に有効な技術を継続して開発する。 

（2）「種の保存法」指定植物の生息域外保全に有効な技術を継続して開発する。 

（3）地域資源の活用に関する技術を継続して開発する。 

（4）国、地方公共団体等からの希少野生植物の保護に対する依頼に応じて技術指導を行う。 

（5）研究成果の各種発表と学会発表を進める。 
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№ 掲載書誌名刊号頁 年月日 カテゴリー タイトル名

1
◆環境省東北地方環境事務所報告
◆環境省新宿御苑管理事務所報告

 2018/10/3
  2018/10/10

発表 チョウセンキバナアツモリソウ保存種子の発芽

2 やまくさ69   2018/11/15 報文 アツモリソウ花酵母の増殖

3 ●第19回自然環境復元学会研究発表会要旨  2019/2/15 発表
生息域外保全を目的にしたチョウセンキバナアツモリソウの苗生産
－H27年環境省採種・新宿御苑保存種子の発芽-

4 自然環境研究センター訪問・講演  2019/2/16 講演 アツモリソウ-生息域内保全と域外保全の実際-

16

保存種子と栽培試験地種子
発芽開始日の比較
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研究成果報告書（１０） 
研究課題名 ツキノワグマの個体群動態と将来予測手法の開発ならびに人里への出没メカニズムの解明 
担 当 地球科学部 専門研究員 鞍懸 重和 
１ 目的 
継続したヘア・トラップ調査の結果を組み入れた，岩手版の個体群動態モデルと将来予測モデルを開発する。

また，ツキノワグマ（以下，クマ）に GPSテレメトリー首輪を装着して詳細な行動圏を把握し，大量出没年時の行

動圏の変化や個体数密度の変化等を観測してクマの人里への出没要因を検討する。 

２ 方法 
本年度はクマにGPSテレメトリー首輪を装着し，行動圏を把握することとともに，出没が多くなる 7月，8月前

後の餌資源の季節変化を調査した。 

岩手大学御明神演習林内に 2基のドラム缶ワナを 5月下旬に，もう 2基を 9月上旬に設置した。各ドラム缶ワ

ナの周囲に遠隔監視装置1機を設置した。（ISE社製，ほかぱと）エサはハチミツを利用し交換は週に1回行った。

捕獲が確認された場合には，不動化し，各部形態を測定した後，体毛 60本，血液 20cc及び歯 1本を採取し，GPS

テレメトリー首輪（Followit社製 TellusGPS）を装着して放獣した。GPSテレメトリーの測位間隔について，5～8

月は1時間に1点，9～11月は 2時間に1点，12月～4月は24時間に1点に設定した。捕獲した個体から得られた

6月から 11月までの 2時間おきの測位点から，可変カーネル法により 50％行動圏及び 95％行動圏を算出した。ま

た，半径 50ｍの円内で連続して 3点以上測位した地点を集中利用地点として，6月 15日から 10月 15日までに確

認された集中利用地点の中の 111地点について，2週間以内に現地踏査し，確認された痕跡を記録した。 

３ 結果・考察 
 5月 29日に推定年齢 1.5才メス 1個体（F1801），5月 31日に推定年齢 2.5才メス 1個体（F1703），6月 16

日に推定年齢 3～4才オス 1個体（M1801），6月 26日に推定年齢 2～3才オス 1個体（M1802），10月 21日に

推定年齢 5才以上のオス 1個体（M1803）の計 5個体を捕獲した。7月以前に捕獲された 4頭の 50％行動圏及

び 95％行動圏面積は，F1801で 4.0㎢と 24.8㎢，F1703で 17.8㎢と 151.8㎢（図1），M1801で 55.6㎢と 4223.1

㎢，M1802で 132.5㎢と 665.9㎢であっ

た（図 2）。 

 いずれの個体も 6～8月に 400ｍ未満

の低標高帯に滞在し，9月上旬から 400

ｍ以上の標高帯に移動した。また行動圏

はメスよりもオスが広い傾向にあり，移

動距離も長い傾向にあった。 

図1 メス2個体のGPSの測位点と行動圏 
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痕跡調査では，6月中旬から 8月中旬はಽᮌ，クマハࢠ及びࣖマグワの痕跡出現⋡が高かったが，8月中旬

以㝆はಽᮌとࣖマグワの痕跡出現⋡が下がり，௦ࢃってクリ，ミࢬキ及びオࢽグルミの痕跡出現㢖度が高く

なった。 

これらのことから，クマが 8 月中旬

まではࣖマグワ，サクラ㢮及びアリを

利用していたのにᑐし，9月上旬からオ

，キ等のሀ果ࢬグルミ，クリ及びミࢽ

液果㢮に餌資源がࣇࢩトし，ࡑれにと

もない 400ｍ以上の標高帯に移動した

ものと推ᐹされた。 

2010年の඲ᅜⓗなツキノワグマの大

量出没時には，11月まで集ⴠ周㎶に滞

在した஦౛もあり，人里への大量出没

のメカࢬࢽムをゎ明する上で，ኟ季ࡔ

でなく⛅季の季節移動の要因を検討ࡅ

するᚲ要があるたࡵ，௒後も出没前後の

クマの餌資源の利用≧ἣのモࢱࢽリࣥ

グを継続していくことがᚲ要である。 

㸲 ௒ᚋの研究方ྥ➼ 
ḟ年度もヘア・トラップ調査を継続し

てモデル地ᇦの個体数密度を推定し，⤒年

変化をモࢱࢽリࣥグする。クマの行動圏調

査については，᪂たな個体に㹅㹎㹑を装着

する予定である。ࡑして᪂しい行動ゎᯒ法

を用いて個体の移動やά動中の滞在，ఇᜥ

中の滞在で行動༊ศにおࡅる᳜⏕利用の

┦㐪や，季節による≉ᛶについて詳細に検

討する。 

図2 オス2個体のGPSの測位点と行動圏 

図3 痕跡✀㢮ู出現⋡の推移 
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研究成果報告書（１１） 
研究課題名 イヌワシの生息数維持に向けた保全生態学的研究 
担   当 地球科学部 上席専門研究員  前田 琢 
１ 目的 
 岩手県内に生息するイヌワシは、これまでに 35つがいが確認されている一方、2002年以降は消失したつがい

も確認され、その数は6つがいに増えている。消失つがいが現れてきた背景には、長年続く繁殖成功率の低迷が

あると推測される。イヌワシの生息数を今後安定的に維持していくためには、繁殖率の向上に寄与する保全方法

を明らかにすることが重要となる。 

 岩手県内のイヌワシの生息状況や生態的特性は、これまでの研究によって詳しい解明が進められてきたが、個

体の移動分散、遺伝的特性、生存率など、今後の生息動向を予測するうえで必要となる事項には、未解明な点も

少なくない。また、つがいごとに異なる繁殖成績や営巣場所の選択についても、地形や土地利用、植生、気象要

因等を考慮した多角的な分析を行なう必要がある。本研究では、このような課題に取り組むことを通じて、岩手

県のイヌワシの生息数を維持していくために必要な保全手法を明らかにし、提言を行なうことを目的とする。 

30年度（2018年）に調査研究を行なった項目は以下のとおりである： ①県内に生息するつがいの動向および

繁殖状況の調査、②個体識別による移動分散調査、③羽根等を利用した遺伝子解析（京都大学野生動物研究セン

ターとの共同研究）、④生息環境特性を考慮した繁殖成績の分析（横浜国立大学との共同研究）。 

 

２ 方法 
① 県内で確認されている全つがいを対象に、繁殖期全般にわたる行動、巣の状態、ひなの生育状況等を調査し、

繁殖経過を明らかにした。また、これまでに生息が確認されていない地域で、新たなつがいや営巣地を発見する

ための探索調査を実施した。調査したつがいは可能な限り個体識別を行ない、個体の入れ替わり等も明らかにし

た。 

② 県内外で観察されたイヌワシを写真撮影するとともに、各地の観察者が撮影した個体の映像も収集、整理し、

特徴の比較を行なった。そして、同一個体を判別することにより、個体の移動分散の状況を明らかにした。 

③ イヌワシの巣の周辺や採餌場所から、脱落した羽根、ペレット、卵殻、糞といった試料を採集するとともに、

剥製標本や飼育個体などからも試料を収集した。得られた試料から DNAを抽出し、核 DNAのマイクロサテライト

およびミトコンドリア DNAのコントロール領域（CR）や擬似コントロール領域（ΨCR）等について、多様性やハ

プロタイプの解析を行なった。マイクロサテライトの分析にあたっては、既存のマーカーに加え、独自に開発し

たイヌワシ専用のマーカーも用いた。特定の1個体については、全ゲノム解析を行なった。また、個体群存続可

能性分析（PVA）を用いて、遺伝的多様性を考慮した飼育個体群の個体数推移を予測した。 

④ 岩手県内で2002年以降使用されている 77巣について、JAXA衛星写真判別データや国土数値情報を利用して、

巣の周辺の環境条件（標高、傾斜、土地利用、植生など）を1km四方スケールで集計し、繁殖成績（2002～18年

の巣立ち数）との関係を分析した。 

 

３ 結果 
① 2018年には県全体で28つがいの生息が確認され、このうち14つがいで抱卵、8つがいで育雛、3つがいでひ

なの巣立ちが観察された。繁殖成功率は 10.7％であり、過去10年間の平均16％を下回る結果となった。新たな

つがいや営巣場所の発見はなかった。45～57日齢で死亡が確認されたひな 1羽を回収し、解剖検査を行なったと

ころ、低栄養状態であったことや、出血性腸炎、吸虫の寄生が確認された。 
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② 同一個体であることが確認できた個体映像が新たに」数得られ、なかでも2016年に岩手⏫で巣立ちした可能

性の高いⱝ㫽が、⣙91࢟ロ㞳れたఫ⏣⏫や一関ᕷで෌確認され、一関ᕷでは既存の個体とつがいになる事౛を得

ることができた。また、㔩▼ᕷに生息する成㫽㞝個体が、⣙ ロ㞳れた㐲野ᕷに出現していたことも明らかに࢟17

なった。 

③ イヌワシから得られた全ゲノム情報にᇶ࡙いて、᭷ຠ集ᅋサイࢬのṔྐ的ኚ㑄について解析を行なったとこ

ろ、࣍ࢽンイヌワシの♽ඛ✀は໭⡿の♽ඛ✀から⣙110୓年๓にள✀分໬したことが♧၀された࡯か、10୓年๓

に᭷ຠ集ᅋサイࢬがᛴ⃭に増加していたことが推定された。個体群存続可能性分析（PVA）では、3つがいのࡳが

繁殖を続ࡅている現ᅾの飼育個体群は、100年後に遺伝的多様性の 25.6％が失われ、156年目までに⤯⁛すると

予᝿された。 

④ 標高、傾斜、土地利用、植生などに関する 47要因を用いて、繁殖成績を目的ኚ数とした回ᖐࣔデルをస成し

た結果、標高が低く、傾斜がᛴᓧな営巣地࡯ど、繁殖成績が᭷ពに高い傾向がࡳられた。一方、土地利用や植生

に関する要因は、࡯とࢇどがࣔデルに寄与しなかった。営巣地を岩Ჴ（53か所）とᶞ上（24か所）に分ࡅた場ྜ

にも、同様に᭷ពな関係がࡳられたが、関係がよりᙉく現れることはなかった。 

 

㸲 ௒ᚋの研究方向➼ 
（1）各営巣地において繁殖状況のᢕᥱや失ᩋཎ因の解明を進めるとともに、未確認つがいや消失つがいが♧၀さ

れる地域を୰ᚰに、ᘬき続き情報収集や探索調査を行なう。 

（2）イヌワシの採餌にዲ㐺な環境を、衛星写真から独自に抽出してGISを用いて数値໬し、௚の要因とともにつ

がい間にࡳられる繁殖成績の解明にά用する。 

（3）個体の映像収集をಁ進し、ᚑ᮶の▱見にない移動分散の実態を明らかにする。 

（4）イヌワシ専用のDNAマーカーを㏣加開発し、個体識別や㏆ぶ度の解析方法について検ウする。また、ƫ 能遺

伝子の存ᅾについても検ウし、個体の㐺ᛂ能ຊなどのホ౯を目ᣦす。 

（5）個体࣋ースࣔデルによるシミࣗレーシࣙン等を用いて、さまࡊまな条件下でのイヌワシの存続可能性につい

て検ウする。 
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研究成果報告書（１２） 
研究課題名 五葉山地域に生息するニホンジカの個体数推定 
担   当 地球科学部 専門研究員 鞍懸重和 
１ 目的 
岩手県では，ニホンジカに対する様々なモニタリング調査を実施して保護管理計画を運用してきた。しかし急

激な分布の拡大，里周辺に生息する二ホンジカの個体の増加など，従来までの個体数推定法では正確な生息状況

並びに将来予測が不可能になっている。そこで本研究では個々の事業で蓄積されたデータを用いて，ヘリコプタ

ー調査に代わる五葉山地域の個体数推定法を確立することを目的とした。 

２ 方法 
 現在，糞塊密度調査結果による Harvest-based modelを用いる個体数推定法を検討しているが，本手法による

個体数推定では，推定期間内に分布拡大期等の生息状況が異なる地域が存在する場合，地域を分離し評価するモ

デルが必要となる。そこで今年度は，推定対象地域を分け，個体数密度指標に用いる糞塊密度を地域ごとに比較

し，データの傾向を把握した。 

糞塊密度調査は5km×5kmメッシュを調査単位とし，調査メッシュ内の主要な尾根上に 2～3kmの踏査線を設定

した。調査線の左右 1m，計2mの幅内の10粒以上の糞塊数を記録し，糞塊密度は踏査距離 1kmあたりの糞塊数と

した。地域は五葉山を中心とした周囲 25メッシュを五葉山周辺地域，北上川東側と閉伊川南側に囲まれたメッシ

ュから五葉山周辺地域を除いたものを北上南部地域，そしてそれ以外のメッシュを北上北部とし，2006 年及び

2018年の糞塊密度を地域ごとに Steel-Dwass検定により比較した。 

３ 結果・考察 

 2006年の五葉山周辺地域，北上南部地域及び北上北部地域における糞塊密度の平均値は，それぞれ58.4個/km，

15.0個/km及び 4.5個/kmであり，五葉山周辺地域の糞塊密度は，北上北南部地域及び北上北部地域より有意に

多かった（図1）。一方2018年の五葉山周辺地域，北上南部地域及び北上北部地域における糞塊密度の平均値は，

それぞれ 48.4個/km，44.1個/km及び10.7個/kmであり，五葉山周辺地域及び北上北南部地域における糞塊密度

は北上北部地域より有意に多かった（図2）。これは，地域により糞塊密度に差があり，その傾向として狭い地域

で継続的に高い捕獲圧を維持してきた五葉山周辺地域に対し，広域な北上南部地域においては捕獲圧が低く，2006

年時よりも個体数密度が高まっていることが考えられた。 

４ 今後の研究方向等 

岩手県では過去にシカの歯，腎臓を収集していたことから，齢別の栄養状態と自然増加率の関係を明らかにし，

個体数推定モデルに導入可能かを検討する。 

糞
塊
密
度
（
個

/k
m）

五葉山周辺地域 北上南部地域 北上北部地域

a

b b

 

     

 

a a

b

五葉山周辺地域 北上南部地域 北上北部地域

糞
塊
密
度
（
個
/k
m）

図1 2006年の地域ごとの糞塊密度 図2 2018年の地域ごとの糞塊密度 
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研究成果報告書（１３） 
研究課題名 酸性雨による環境影響の総合的評価（広域連携事業） 

担   当 地球科学部 菊池一馬、中村隆 
１ 目的 
酸性雨の原因物質となる大気中のガス成分及びエアロゾル成分の濃度をモニタリングし、組成の変化を気象

条件等に注目し解析することで、本県における酸性雨の実態把握に資する。 

全国環境研協議会酸性雨広域大気汚染調査研究部会第6次酸性雨全国調査（以下、「全環研調査」という。）

に参加することで、分析技術の向上に資するとともに、広域的な大気汚染の実態把握に資する。 

２ 方法 
  調査地点は盛岡市の１地点とし、当センターの屋上にて、原則２週間単位のサンプリングを通年連続で行っ

た。調査期間は2018年４月２日から 2019年４月１日までとし、サンプリングは全26回行った。 

サンプリング装置の概要を図１に示す。サンプリング装置は、全環研調査要領に基づくフィルターパック法

とした。これは、異なる性質のフィルターを連続設置し、ポンプで吸引することで大気中のガス成分及びエア

ロゾル成分をそれぞれのフィルターに捕集する方法である。捕集後のフィルターはそれぞれ水＋超音波等で成

分を抽出し、イオンクロマトグラフ法により分析を行った。 

本年度はフィルターパック法による通年調査の初年度であり、当センターにおけるサンプリングの正確さを

検証する必要があることから、測定結果の評価を行った。評価項目は、F0におけるイオンの総量、F0における

イオンバランス、全フィルターの Cl/Na比、全フィルターの Mg/Na比とした。F0におけるイオンの総量及び F0

におけるイオンバランスは、全環研調査要領に定められる基準値を用いて判定した。Cl/Na比及びMg/Na比は、

調査地点で同時並行して行った降水及び降下物のバルク採取により、通年、概ね海塩組成比に近い測定結果が

得られたていることから、海塩組成比を目安に判定した。 

３ 結果 
（１）各成分の濃度推移 

2018年度における各成分の形態別濃度推移を図２～図９にそれぞれ示す。硫黄酸化物成分及びアンモニア成

分については、ガスとしての存在割合が大きかった。窒素酸化物成分は、ガス、微小粒子及び粗大粒子のいず

れにも存在しており、いずれかの形態が常に多いということはなかった。海塩起源成分であるナトリウムイオ

ン、塩化物イオン、カルシウムイオン及びマグネシウムイオンは、いずれも微小粒子よりも粗大粒子に多く存

在していた。植物の燃焼等を起源にもつカリウムイオンは、微小粒子と粗大粒子が同等程度存在していた。 

（２）測定結果の評価 
  F0におけるイオンの総量、F0におけるイオンバランス及び全フィルターの Cl/Na比について測定結果の評価

を行ったところ、いずれの項目も適正であった回は9回、いずれかの項目に不適正があった回は 17回あった。

特に7月～10月は、F0におけるイオンの総量及び全フィルターの Cl/Na比の不適正が多く、リークの可能性が

あった。リークチェックやOリングの交換等により徐々に改善したところ、12月～3月は適正になる回が多く、

9回中6回が適正であった。Mg/Na比は全結果において0.10～0.16であり、降水及び降下物のバルク採取が0.25

程度であるのに対して低い結果となったことから、今後原因を追究していく。 

４ 今後の研究方向等 
大気汚染状況の長期的な推移を把握し、汚染の実態を解明するために、今後もモニタリングを継続する必要

があり、全環研調査にも引き続き参加する。 

今後は、フィルターパック法によるサンプリングを検証しより正確なデータを蓄積していくとともに、各成

分の存在形態の関係性について解析していく。 
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研究成果報告書（１４） 
研究課題名 微小粒子状物質の発生源解明に関する研究 
担   当 地球科学部 菊池一馬、多田敬子、中村隆 
１ 目的 
微小粒子状物質（以下、「PM2.5」という。）は、大気中に浮遊する粒径2.5μm以下の微小粒子であり、人の

健康に影響を及ぼす恐れがあることから環境基準値が設定されている。PM2.5 の削減対策を検討するには、県

内の実態把握に加え発生源の把握等が必要となる。 

本研究では、県内２地点のPM2.5濃度の変動を比較し、成分分析結果をもとに濃度差の原因を考察した。 

２ 方法 
  調査地点は、PM2.5濃度自動測定器が設置されている常時監視局のうちから、PM2.5濃度が比較的高濃度であ

る奥州市水沢局と、比較的低濃度である滝沢市巣子局の２地点とした。調査期間は 2016年度から2018年度ま

での３年間（1095日）とした。 

PM2.5 濃度は、PM2.5 濃度自動測定器の日平均値を集計した。いずれかの地点に欠測等（装置停止、異常な

マイナス濃度及び測定時間20時間未満等）がある日は欠測日とした。データの比較に当たり、経験的に得られ

た値として、両地点の濃度差が 3.0μg/㎥以下のものは差が小さいとみなした。 

水沢局のPM2.5濃度が巣子局よりも高濃度となった期間を「高濃度期間（水沢）」、両地点で同程度の濃度だ

った期間を「同濃度期間」とし、両期間の成分組成を比較した。高濃度期間（水沢）は、水沢局と巣子局のPM2.5

濃度差が3.0μg/㎥を超えた日のうち、巣子局のPM2.5濃度日平均値が 5.0μg/㎥以下の日及びいずれかの地点

に降水があった日を除いた日とした。同濃度期間は、水沢局と巣子局の PM2.5濃度差が 1.0μg/㎥未満であっ

た日のうち、いずれかの地点に降水があった日を除いた日とした。 

  PM2.5成分分析は、四半期ごとに 1日単位の採取を14日間連続して実施した。試料採取装置はPM2.5用ロー

ボリウムサンプラー（Thermo製FRM2025）を１地点につき２台ずつ用い、PTFEフィルター及び石英繊維フィル

ターにより採取を行った。測定項目は、PM2.5 質量濃度、炭素成分、イオン成分、無機元素成分であり、測定

方法はいずれも「大気中微小粒子状物質（PM2.5）成分測定マニュアル」（環境省）に基づく方法によった。い

ずれかの成分に欠測があった日は欠測日とし、検出下限値未満は集計対象から除外した。 

３ 結果・考察 
（１）水沢局及び巣子局のPM2.5濃度 

  2016年度から 2018年度までの水沢局及び巣子局における PM2.5濃度及び両地点の濃度差の変動をそれぞれ

図１、図2、図3に示す。両地点の PM2.5濃度の変動は全期間で強く一致しており、PM2.5濃度の変動は広域汚

染の影響を強く受けていることが推察された。また、水沢局と巣子局の PM2.5濃度の差について、水沢局の方

が高濃度の日が229日、巣子局の方が高濃度の日が41日、差が小さい日が722日、欠測日は 103日であり、水

沢局の方が巣子局よりも高濃度となる日が起こりやすいことが分かった。 

（２）水沢局及び巣子局のPM2.5成分組成 

高濃度期間（水沢）及び同濃度期間における各地点の平均成分組成（イオン成分及び炭素成分）を図 4に、

各期間における各地点の無機元素成分の平均濃度を表１に示す。成分組成はいずれの期間及び地点においても、

OC（有機炭素）、硫酸イオン、EC（元素状炭素）及びアンモニウムイオン（以下、「主要成分」という。）が大部

分を占め、主要成分の組成比に大きな違いは見られなかった。 

  一方、無機元素成分濃度は成分ごとに異なる傾向が見られ、両期間で水沢局の方が高濃度となる成分（グル

ープⅠ）、高濃度期間（水沢）で水沢局の方が高濃度となる成分（グループⅡ）、両期間で概ね同程度の濃度と

なる成分（グループⅢ）に分類できた。このことから、無機元素成分については複数の異なる発生源が存在し
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ており、その一部は主要成分とは異なる経㊰で⛣ὶしていることが示၀された。 

４ ௒ᚋの研究方ྥ➼ 
3年間の調査期間を⤊えたことから௒ᚋは調査地点を変᭦し、ᘬき続きデータの⵳✚及びゎ析によって PM2.5

の削減施策࡬⧅がる研究を㐍めていく。ලయ的には、成分組成をより⣽分໬さࡏるため水⁐ᛶ有機炭素等の測

定を行う࡯か、無機元素成分と主要成分等の㛵ಀᛶの⤫計的なゎ析等を行う。また、Ⅱᆺඹ同研究におけるά

動を㏻ࡌて、ඛ㐍の▱見を得るとともに広域的汚染要因のゎ᫂ࡆ⧄࡬ていく。 

 

 

 

Na Al K Ca V Zn Pb

水沢局 179.0 32.5 185.9 34.2 1.6 25.5 3.6
巣子局 114.9 28.8 141.2 16.2 0.9 10.2 2.8
水沢局 170.0 37.0 120.8 29.7 1.0 13.8 2.3
巣子局 99.4 27.0 74.6 14.1 0.7 7.8 2.0

Ni As Sb

水沢局 0.80 1.01 0.89
巣子局 0.40 0.75 0.48
水沢局 0.41 0.52 0.32
巣子局 0.41 0.45 0.28

Cr Mn Fe

水沢局 0.52 6.6 46.7
巣子局 0.49 5.4 49.2
水沢局 0.31 3.4 30.4
巣子局 0.27 3.1 31.6

同濃度
期間

グループⅠ

グループⅢ

グループⅡ

高濃度期
間（水沢）
同濃度
期間

高濃度期
間（水沢）
同濃度
期間

高濃度期
間（水沢）

表１　各期間における各地点の無機元素成分の平均濃度

備考
・単位：ng/㎥
・Scは検出下
限値未満が多
いため未掲載
とした。
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研究成果報告書（１５） 
研究課題名 ウイルス媒介性節足動物（ヒトスジシマカ）の生息に関する研究 

担   当 （所属部）地球科学部 （職・氏名）専門研究員 大橋 慶太郎 

１ 目的 
ヒトスジシマカは、ジカ熱やデング熱等のウイルス疾患を媒介する感染症対策上重要な節足動物である。近年、

その生息北限が北上しており、気温の上昇が影響しているといわれている。岩手県内における同蚊の生息分布状

況を明らかにするとともに、生息北限地域における生息条件を検討することにより地球温暖化適応策や感染症予

防対策に資することを目的とする。 
２ 方法 
（１）蚊類の生息状況調査 

蚊類の生息状況調査は平成 30年 6～9月、岩手県盛岡市、釜石市、宮古市、久慈市、大槌町、九戸村の 4市 2

町の延べ12地点で行った。 

調査対象は主に寺院の花生けや手水鉢、屋外に放置された古タイヤなどの人工容器の貯留水とし、生息してい

る蚊の幼虫及び蛹を太口ピペットで採取した。1 調査地点につき１～５人工容器を調査した。採取した蚊の幼虫

を室温で飼育し、羽化させた成虫を、実体顕微鏡下で形態学的に同定した。 

（２）ヒトスジシマカの生息条件の解析 

2010年から2018年までのヒトスジシマカ生息分布調査結果と 1kmメッシュ気温情報等を基に、統計モデリング

手法を用いて岩手県におけるヒトスジシマカ生息リスクマップを作成した。ヒトスジシマカのほぼ生息北限であ

る本県では、越冬卵による繁殖が成立している地域と、越冬はしないが成虫の移入によってシーズン限定で繁殖

している地域があると考えられる。このことから、冬季の平均気温、有効積算温度をパラメータとして検討した。

パラメータ選択は AIC及びAUCを評価基準とした。GISアプリケーションは Gisway light ver.2.2.4、統計計算

アプリケーションはR ver.3.5.1 パッケージglmmMLを用いた。 

３ 結果 
（１）蚊類の生息状況調査 

成虫の羽化が確認された 12地点44人工容器について、計 187頭を同定した。今回採集された蚊の種類はヤマ

トヤブカ、キンイロヤブカ、ヒトスジシマカ、ヤマダシマカ、キンパラナガハシカ及びイエカ類であった。この

うちヤブカ類では、ヤマトヤブカは捕集数が最も多く、調査地域全域において優先種であった。2018年のヒトス

ジシマカは、盛岡市においてのみ確認された。 

（２）ヒトスジシマカの生息条件の解析 

一般化混合線形モデルによる解析の結果、メッシュごとのヒトスジシマカの検出割合は、2017年の解析時と同

様に「2月平均気温」、「人口密度」、「調査年における1月1日から調査日までの10.8℃を閾値とする有効積算温

度」が有意なパラメータとして選択された。ROC解析では、AUC=0.81と本モデルのあてはまりは良好である。2017

年解析時（AUC=0.78）より予測精度が向上した。 

本モデルでは、qiをメッシュごとのヒトスジシマカ生息確率としたとき以下の式で算出される。 

logit(qi)＝−5.0706542＋[2月平均気温]i ×0.5675356＋[人口密度]i ×0.0006602 

＋[調査年における 1月１日から調査日までの 10.8℃を閾値とする有効積算温度]i×0.0019142 

本モデルにより、岩手県内の任意の 3次メッシュ及び任意の日について、生息確率を算出することができる。

また、カットオフ値をTrue Positive Rate=0.80、False Positive Rate=0.30として、任意の日におけるヒトス

ジシマカ生息リスクマップを作成した（図１～４）。 
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ᅗ１�生息ࣜスࢡマࣉࢵ（ᖹ成��ᖺ㸴᭶��᪥⌧ᅾ） 

 
ᅗ２�生息ࣜスࢡマࣉࢵ（ᖹ成��ᖺ㸵᭶��᪥⌧ᅾ） 

 
ᅗ３�生息ࣜスࢡマࣉࢵ（ᖹ成��ᖺ㸶᭶��᪥⌧ᅾ） 

 
ᅗ㸲�生息ࣜスࢡマࣉࢵ（ᖹ成��ᖺ㸷᭶��᪥⌧ᅾ） 

㸲 ௒ᚋの研究方ྥ➼ 
ヒトスジシマカの生息調査及び生息条件の解析は、生息北限地域におけるヒトスジシマカの分布のኚ化や、生

息条件を明らかにするうえで重要である。また、地球温暖化にకう適応策を検討し、感染症予防に㛵する▱ぢを

ᚓるたࡵ、今ᚋとも調査を⥅⥆することがᚲ要である。 
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研究成果報告書（１６） 
研究課題名 糞便からの腸管出血性大腸菌(EHEC)検出法の検討 

担   当 山中拓哉、太田美香子、髙橋幸子、上山昭 
１ 目的 
腸管出血性大腸菌（EHEC）は下痢原性大腸菌のうちベロ毒素（VT）を産生するものである。EHEC感染症は小児

や高齢者を中心に重症化・死亡のリスクがあるため迅速な検査が求められる。当所では、本菌症感染者の早期発

見・治療により感染拡大を防ぐため、保健所からの依頼により患者家族等接触者の検便検査を実施しているが、

本検査の検査件数は年間数百件に及び、本菌を原因とする感染症・食中毒発生時には、一度に大量の検体が搬入

される可能性があることから、検査の効率化が望まれてきた。 

本症の確定診断には、通常、便からの菌分離が必要である。EHECの分離は各O血清群に特徴的な生化学的性状

を指標に行われるが、O157、O26 以外のマイナーな血清型については、生化学的性状に関する情報が充分でない

ため効率的な検査ができないという問題があった。このため我々は、平成25～27年度に実施した研究課題「腸管

出血性大腸菌(EHEC)の検査法に関する研究」において、当所で保管している O157、O26以外の EHEC菌株につい

て選択分離培地上における所見や生化学的性状に関するデータの解析を行った。研究期間中およびその後に解析

を実施した EHECの血清型別菌株数を表１に示す。これにより、血清型O111、O103、O121、O145等について鑑別

に最適な選択分離培地の種類といった、検査法に関する知見を得ることに成功した。 

これを踏まえ、本研究では検査において EHEC陽性であった便検体を対象として選択分離培地における培養所見

等のデータを集積し、菌株の解析により得た知見が便検査において実用可能であるかどうかを検証した。本研究

および前研究で得られた知見を総合的に考察することにより、当所における腸管出血性大腸菌の検査マニュアル

を構築し、より迅速な検査対応を可能にすることが本研究の目的である。 

 

２ 方法 
（１） 平成28～30年度に当所に依頼されEHEC培養検査で陽性となった便検体のうち、O157、O26以外の血清型

のEHECが検出されたものについて選択分離培地での所見を中心に検査データを収集した。 

（２） （１）で収集したデータをもとに、前研究課題ならびにそれ以降に解析を行ったEHEC菌株の性状に関す

る知見が、糞便検体においても有効であるかの検証をおこなった。 

（３） 本研究および前研究で得られた知見を統合し、当所における腸管出血性大腸菌の検査マニュアルを構築

した。 

 
３ 結果 
（１） O111、O103、O145については前研究課題の菌株解析において見出された検査法が糞便検体においても有

効であることを確認した（表２）。O121については研究期間中に検証可能な便検体が得られなかったが、

今後対象となる検体が得られた際には検証を行う予定である。 

（２） O111集団例の便検体を解析することで、糞便検体の状態が EHECの性状（CT感受性）に影響を与えるこ

とを示唆した（平成 29年度保健福祉環境行政セミナー）。 

（３） 本研究および前研究で得られた知見を統合し、血清型O111については既存マニュアルの改良版を作成し、

血清型O103、O121、O145については新規の検査マニュアルを作成した。 
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表１　解析を実施したEHEC176菌株の血清型別内訳*
血清型 菌株数 血清型 菌株数
O111 59 O74 1
O103 35 O91 1
O121 26 O114 1
O145 14 O115 1
O63 4 O126 1
O165 3 O128 1
O1 1 O136 1
O55 1 O169 1
O8 1 OUT 24

*平成31年3月25日現在  
 

表２　各血清型の検査に適した選択分離培地

血清型 培地名
糞便検体に
おける検証

O111
・CT-ソルボースマッコンキー寒天培地
・クロモアガーO157TAM
・クロモアガーSTEC

〇

O103
・CT-ソルボースマッコンキー寒天培地
・クロモアガーSTEC

〇

O121
・CT-ラフィノースマッコンキー寒天培地
・クロモアガーSTEC

未実施

O145
・CT-ソルボースマッコンキー寒天培地
・CT-ラフィノースマッコンキー寒天培地
・クロモアガーSTEC

〇

 
 
㸲 ௒ᚋの研究方ྥ➼ 
平成30年度で研究期間は⤊஢となったが、今後のᴗົにおいても EHECの検査データを⵳積し、常に検査法の

改ၿ・᭦新にດめていࡃ予定である。 
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